
                      

ＪＳＲグループＣＳＲ調達方針 

 
ＪＳＲグループは、企業理念「 Materials Innovation マテリアルを通じて価値を創造し、人間社会

（人・社会・環境）に貢献します 」を掲げています。 
この企業理念のもと、経営方針「ステークホルダーへの責任」として、顧客・取引先への責任、従業

員への責任、社会への責任、株主への責任を掲げ、「ＪＳＲグループ企業倫理要綱」の制定をはじめ、Ｃ

ＳＲ活動に日々取り組んでいます。 
ＪＳＲグループは、ＣＳＲサプライチェーンマネジメントを発展させることが、お取引先様とＪＳＲ

グループの相互繁栄につながるとの考えのもと、この度、「ＪＳＲグループＣＳＲ調達方針」を制定いた

しました。 
以下に、お取引先様にも遵守をお願いしたい６つの分野における３６項目を記載しました。お取引先

様におかれましては、上記趣旨を念頭に置きながら内容をご理解いただき、ご賛同と実践を頂けますよ

う、よろしくお願いいたします。 
また、本方針は社会からの要請の変化に応じ、適宜見直しをしてまいりますので、併せてご理解をお

願いいたします。 
 
Ⅰ．ＣＳＲの推進体制確保に関するお願い 
 
企業は各国の法令を遵守することはもとより、社会的規範に従うとともに社会からの期待に応える責

任があります。そのため、以下のⅡ以降の分野に示す、公正な企業活動、人権・労働、環境保全、安全

衛生、情報セキュリティ等、社会や環境に与える負の影響を未然に防止し、もし負の影響を与えた場合、

速やかに対処する仕組みを予め構築しておく必要があります。 
具体的には以下の取り組みを求めます。 

 
 １．会社としての方針や行動規範等に反映して従業員へ周知し、実効に責任を持つ部門を設ける 
 ２．原材料調達先等の取引先へも同様のことを理解してもらい実行してもらう 
 ３．環境報告書や CSR 報告書、WEB 等で取組み状況を自主的に社外へ公表する 
 
Ⅱ．公正な企業活動に関するお願い 
 
企業は、製品・サービスを生み出す過程で、公正・透明・自由な競争による事業活動が求められます。

これらを確実なものとするため、以下の取り組みを求めます。 
  



 １． 汚職・賄賂等の禁止 
 ２． 不適切な利益供与や受領の禁止 
 ３． 優越的地位の濫用禁止 
 ４． 競争制限的行為の禁止 
 ５． 正確な製品・サービス情報の提供 
 ６． 他者の知的財産権の尊重 
 ７． 適切な輸出入管理 
 ８． 各国の法令に則った適正な納税 
 ９． 内部通報制度の確保による不正行為の予防・早期発見 
 
Ⅲ．人権・労働に関するお願い 
 
企業は、各国の法令や国際的な基準に従い、基本的人権を尊重し、自社の活動が直接的、間接的に人

権侵害を惹き起こさないよう、配慮する必要があります。 
具体的には以下の取り組みを求めます。 

 
 １． 強制労働の禁止 
 ２． 児童労働の禁止、若年労働者の保護 
 ３． 非人道的扱いの禁止 
 ４． 雇用や昇進の機会、処遇等における差別の禁止 
 ５． 最低賃金額を超える適正な賃金の支払い 
 ６． 労働時間や休日の適切な管理による過度な労働時間の削減 
 ７． 従業員の結社の自由、団体交渉権の尊重 
 
Ⅳ．環境保全に関するお願い 
 
企業は、製品・サービスを生み出す過程において、環境保全に関する各国の法令や基準を遵守し、マ

ネジメントシステムを構築して、環境に影響を与える因子を特定・管理し、環境保全に努める責任があ

ります。 
具体的には以下の取り組みを求めます。 

 
 １． 環境マネジメントシステムの構築と運用 
 ２． 化学物質の管理、汚染の防止 
 ３． 環境負荷低減 
 ４． エネルギー使用量、温室効果ガス（GHG）排出量の削減 
 ５． 省資源・資源循環・廃棄物の適正処理 
 ６． 水資源の保全と水使用量の削減 
 ７． 生物多様性の保全と負の影響の低減 
 ８． 環境保全の取組み状況の開示 



Ⅴ．安全衛生に関するお願い 
 
企業は、労働安全衛生に関する各国の法令や基準を遵守し、労働災害の予防、従業員の安全と健康増

進、快適な職場環境の形成に取り組むための管理体制や仕組みの構築が必要です。 
具体的には以下の取り組みを求めます。 

 
  １． 機械装置の安全対策 
 ２． 職場の安全確保 
 ３． 職場の衛生確保 
 ４． 従業員の健康管理 
 ５． 緊急時の事前対策整備 
 
Ⅵ．情報セキュリティに関するお願い 
 
企業は、事業活動を通じて得た情報を適正に管理・保護し、コンピューター・ネットワーク上の脅威

に対する防御策を講じるとともに、顧客や第三者の秘密情報が漏洩しないよう管理する必要があります。 
具体的には以下の取り組みを求めます。 

 
１． 情報セキュリティに関する各国の法令遵守 

 ２． コンピューター・ネットワークの脅威に対する防御 
 ３． 個人情報の漏洩防止 
 ４． 顧客・第三者の秘密情報の漏洩防止 
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ＪＳＲ株式会社 


